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節
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18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

（１）子どもの発達課題に合わせた指導や保護者支援
（２）関係機関（医療機関、児童相談所、幼稚園、保育園保健師など）との連絡調整
（３）地域支援（幼稚園、保育園、特殊学級、養護学校、福祉施設、及び関係機関より依
頼を受けての業務支援）
（４）市内在住の発達に心配のある小学校6年までの児童の来所・電話相談
（５）肢体不自由児（小４まで）の機能回復訓練指導

平成19年6月

心身の発達に遅れや障がいをもつ未就学児童（一部小４まで）及び子どもの成長・発達
に心配のある保護者（小６まで保護者）

（１）心身に発達の遅れや障がいを持つ子どもたちの発達支援を行う。
（２）保護者が育児に対する不安を解消し、積極的に子育てが出来るように支援する。
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　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

心身障害児療育の充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　肢体不自由児（小５まで）の機能回復訓練指導

施策）
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別紙１

昭和56年度

100

3,100

直接事業費

6,000

地方債

一般財源

281

国支出金

9,000 9,000

2,800

17年度（決算）

3,055

5.70 6.70

6,328 5,981

2,797

6,000

138 133

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

96
（回収率
65％）

95
（回収率
54％）

通園児数

年間延べ利用人数 5,0004,700

人

人

9078 82 86

4,330 4,531

7.70

9,000

69,300

75,300

7.70

9,000

75,300

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 57,628 66,281

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

3,108

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

2,800

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 60,30051,300 69,300

2,939

その他特財 129

230

140 150

100

215

230

30 30

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

代替指標

【指標の定義（算式等）】

100

201年間相談件数

保護者支援業務数

利用者アンケートによる満足度

213

件

％

件

連携業務数

支援業務数

件

件

240211

67

214

19
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□

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

・現事業は、継続と充実のため、地域のニーズと時代
の流れを常に把握し、備品の整備や研修を重ねること
によって指導体制を強化していく。就学児の発達支援
については、今後の対応を他部署と協議し検討してい
く。福祉センター及びこども発達支援センターの運営管
理上、管理職の配置を検討して行く。

効果的な事業の運営に向け、関係機関と連携を深め
ること。

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続
□見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

児童の健全育成や障がい児童の発達支援から考えて
も市が行うことが妥当と考える。

利用者や相談件数は毎年増加しており、事業は有効
に進められている。通園保護者や関係機関からは就
学後の利用の要望が上げられている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

相談や指導は担当を中心としたスタッフで行っており、
効率的に業務を実施している。しかし、通園児の増加
に伴い、福祉センター管理業務は兼務でおこなってい
ることから、指導と管理運営の両面に対して効率性が
低下しつつある。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

幼児期の発達の遅れや障がいに対しては早期発見早
期療育が望ましいため利用料は市負担が妥当であ
る。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状継続

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　関係機関との連絡調整により効果的な事業の遂行に努めること。

■現状継続
□見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 21-2

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）
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